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〇 講演者 自己紹介

芝浦工業大学 建築学部長・教授
秋 元 孝 之（あきもと たかし）

早稲田大学大学院理工学研究科建設工学専攻修了。
カリフォルニア大学バークレー校環境計画研究所に留学。
博士（工学）、一級建築士。
清水建設株式会社、関東学院大学工学部建築学科を経て、
現在、芝浦工業大学建築学部長・教授。空気調和・衛生工学会 会長。

専門分野は建築設備、特に空気調和設備および熱環境・空気環境。
日本建築学会賞（論文）、空気調和・衛生工学会賞技術賞、
ASHRAE Technology Award新築オフィス部門最優秀賞、厚生労働大臣表彰、等を受賞。

現在、国土交通省 社会資本整備審議会 建築分科会 建築環境部会 省エネルギー判断基
準等小委員会 委員、経済産業省 ZEH・ZEH-M委員会 委員長、等を務めている。



〇 カーボンニュートラルの必要性
地球規模の課題である気候変動問題の解決に向けて、2015年にパリ協定
が採択され、世界共通の長期目標として、世界的な平均気温上昇を工業
化以前に比べて２℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求す
ること（２℃目標）、今世紀後半に温室効果ガスの人為的な発生源による
排出量と吸収源による除去量との間の均衡を達成すること、等を合意した。

 2021年秋に英国のグラスゴーで開催されたCOP26では、パリ協定の長期目
標を強化して「世界の気温上昇を産業革命前と比べて1.5℃に抑える努力
を追求する」ことになった。

 2020年10月、日本政府は2050年までに温室効果ガスの排出を全体とし
てゼロにする、カーボンニュートラルを目指すことを宣言した。

 2023年末にアラブ首長国連邦のドバイで開催されたCOP28では、すべての
国が「化石燃料からの脱却を進め、今後10年間で行動を加速させる」ことが
合意され、また、2030年までに再生可能エネルギー発電容量を世界全体で
3倍、エネルギー効率の世界平均2倍にする目標が掲げられている。

 「省エネ・低炭素」から「脱炭素」へ。
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【出所】 2021年度温室効果ガス排出・吸収量（確報値）概要，環境省 脱炭素社会移行推進室、国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス

〇 部門別のCO2排出量の推移（電気・熱配分後排出量）
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〇地球温暖化対策計画における削減目標

環境省HPより

5



〇 2030年に向けた住宅・建築物の対応
（第７次エネルギー基本計画）（2025年2月）（抜粋）
住宅・建築物は一度建築されると長期ストックとなる（ロックイン効果）。
速やかに省エネルギー性能の向上を進めるとともに、非化石転換やDRも推進していく必要がある。

 2050年にストック平均でのZEH・ZEB基準の水準の省エネルギー性能の確保を目指し、2030年度
以降に新築される住宅・建築物はZEH・ZEB基準の水準の省エネルギー性能の確保を目指す。
（第6エネルギー基本計画と同様）

住宅・建築物における省エネルギー基準の段階的な水準の引上げを遅くとも2030年度までに
実施する。

 ZEHについて、更なるゼロ・エネルギー化を進める観点から、省エネルギー性能の大幅な引上げを実
施するとともに、自家消費型太陽光発電の促進を行うよう、その定義を見直す。

家庭部門の非化石転換やDRも併せて進めていく観点から、家庭部門のエネルギー消費の約３割を
占める給湯器の省エネルギーや非化石転換の加速、DRに必要な機能の具備の促進、開示を通じ
たエネルギー供給事業者の取組強化などの制度面での対応を進める。
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【出所】 GX2040ビジョンの概要，経済産業省，令和７年２月

〇 GX2040ビジョンの概要
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【出所】 GXに向けた取組と省エネ・非化石転換について，令和6年9月，資源エネルギー庁

〇 業務部門における省エネ対策

8



【出所】 GXに向けた取組と省エネ・非化石転換について，令和6年9月，資源エネルギー庁

〇 家庭部門における省エネ対策
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【出所】 GXに向けた取組と省エネ・非化石転換について，令和6年9月，資源エネルギー庁

〇 分散型エネルギーリソースのグリッド活用
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【出所】 「地域脱炭素政策の今後の在り方に関する検討会」 取りまとめ，環境省，2024年12月

〇 地域脱炭素政策の今後の在り方

11



【出所】 地球温暖化対策推進本部地球温暖化対策計画の概要，内閣官房・環境省・経済産業省，令和７年２月

〇 次期削減目標（NDC）
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2050年に目指すべき住宅・建築物の姿
（省エネ）ストック平均でZEH・ZEB基準の水準の省エネ性能（※１）が確保される。
（再エネ）導入が合理的な住宅・建築物における太陽光発電設備等の

再生可能エネルギー導入が一般的となる。

2030年に目指すべき住宅・建築物の姿
（省エネ）新築される住宅・建築物についてはZEH・ZEB基準の水準の

省エネ性能（※２）が確保される。
（再エネ）新築戸建住宅の６割において太陽光発電設備が導入される。

（※１）「ストック平均でZEH・ZEB基準の省エネ性能の確保」とは、
住宅  ：一次エネルギー消費量を省エネ基準から20％程度削減、
建築物：用途に応じて30％又は40％程度削減されている状態。

（※２）住宅  ：強化外皮基準及び再生可能エネルギーを除いた一次エネルギー消費量を
現行の省エネ基準値から20％削減。

建築物：再生可能エネルギーを除いた一次エネルギー消費量を現行の省エネ基準値から用途に応じて
30%削減又は40%削減（小規模は20%削減）。

13

〇 2050年及び2030年に目指すべき住宅・建築物の姿



【出所】 ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証事業調査発表会 2024，経済産業省 資源エネルギー庁，（一社）環境共創イニシアチブ

〇 ZEBの実績について
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• ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の達成状況を分析(2018-2022年度の5年分のデータを使用)
•  第6次エネルギー基本計画において2030年度の目標の
「ZEB基準の水準」の達成率は19.4%。建物用途「工場等」を除くと14.2%。

•  ZEB Readyの達成率は7.8％、建物用途「工場等」を除くと3.3%。

【出所】非住宅建築物の外皮・設備設計仕様とエネルギー消費性能の実態調査－省エネ基準適合性判定プログラムの入出力データ(2022 年度)の分析－，
宮田 征門、三木 保弘，国総研資料 第1269 号，令和6年1月

〇省エネルギー基準申請データによるZEBの達成状況

15



【出所】 ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証事業調査発表会 2024，経済産業省 資源エネルギー庁，（一社）環境共創イニシアチブ

〇未評価技術の実証について
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〇 空気調和・衛生工学会のＷＥＢプログラムの未評価技術 23項目

【出所】 令和7年度ZEB実証事業｜事業概要パンフレット，（一社）環境共創イニシアチブ
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【出所】 令和7年度ZEB実証事業｜事業概要パンフレット，（一社）環境共創イニシアチブ

16. バイオマスエネルギー
利用システム

17. 下水熱等利用システム 18. 太陽熱利用の高度化 19. AI制御等による
省エネシステム

20. 高効率厨房換気システム 21. デマンドレスポンス(DR) 22. 水素製造・貯蔵・利用
システム

23. 瞬間加温式自動水栓

〇 空気調和・衛生工学会のＷＥＢプログラムの未評価技術 23項目
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